
議案第３１号 

 

   あきる野市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例 

 

 上記の議案を提出する。 

 

  平成２９年６月１９日 

 

                 提出者  あきる野市長 澤 井 敏 和      

 

提案理由 

 地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２号）等の施

行に伴い、規定を整備する必要がある。 

 

   あきる野市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例 

（あきる野市税賦課徴収条例の一部改正） 

第１条 あきる野市税賦課徴収条例（平成７年あきる野市条例第３６号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第５０条第４項中「第４８条の１５の５第３項」を「第４８条の１５の５第４項」に改

める。 

 第６１条第８項中「、第３４９条の４又は第３４９条の５」を「又は第３４９条の３の

４から第３４９条の５まで」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

 （法第３４９条の３第２８項等の条例で定める割合） 

第６１条の２ 法第３４９条の３第２８項に規定する市の条例で定める割合は、２分の１ 

とする。 

２ 法第３４９条の３第２９項に規定する市の条例で定める割合は、２分の１とする。 

３ 法第３４９条の３第３０項に規定する市の条例で定める割合は、２分の１とする。 

 第６３条の２の見出し中「第１５条の３第２項」を「第１５条の３第３項並びに第１５

条の３の２第４項及び第５項」に改め、同条第１項中「第１５条の３第２項」を「第１５

条の３第３項並びに第１５条の３の２第４項及び第５項」に改め、同項第３号中「の区分

所有者全員の共有に属する共用部分」を削る。  

 第６３条の３の見出し中「あん分」を「按分」に改め、同条第１項中「あん分の」を

「按
あん

分の」に改め、同項第５号中「あん分する」を「按分する」に改め、同条第２項中

「あん分の」を「按分の」に、「以後３年」を「から起算して３年」に改め、「各年度」

の次に「とし、法第３４９条の３の３第１項に規定する被災市街地復興推進地域（第７４

条の２において「被災市街地復興推進地域」という。）が定められた場合（避難の指示等

が行われた場合において、避難等解除日の属する年が被災年の翌年以後の年であるときを

除く。第７４条の２において同じ。）には、当該被災年度の翌年度から被災年の１月１日

から起算して４年を経過する日を賦課期日とする年度までの各年度とする。」を加え、同



項第６号中「あん分する」を「按分する」に改め、同条第３項中「あん分」を「按分」に

改める。 

 第７４条の２第１項中「以後３年」を「から起算して３年」に改め、「各年度」の次に

「とし、被災市街地復興推進地域が定められた場合には、当該被災年度の翌年度から被災

年の１月１日から起算して４年を経過する日を賦課期日とする年度までの各年度とす 

る。」を加え、同条第２項中「以後３年」を「から起算して３年」に改め、「各年度分」

の次に「とし、被災市街地復興推進地域が定められた場合には、当該被災年度の翌年度か

ら被災年の１月１日から起算して４年を経過する日を賦課期日とする年度までの各年度分

とする。」を加える。 

 附則第５条の３第１項中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改め、「市民税 

の」を削る。 

 附則第８条第１項中「平成３０年度」を「平成３３年度」に改める。 

 附則第１０条を次のように改める。 

 （読替規定） 

第１０条 法附則第１５条から第１５条の３の２までの規定の適用がある各年度分の固定

資産税に限り、第６１条第８項中「又は第３４９条の３の４から第３４９条の５まで」

とあるのは、「若しくは第３４９条の３の４から第３４９条の５まで又は法附則第１５

条から第１５条の３の２まで」とする。 

 附則第１０条の２第６項中「附則第１５条第３３項第１号イ」を「附則第１５条第３２

項第１号イ」に改め、同条第７項中「附則第１５条第３３項第１号ロ」を「附則第１５条

第３２項第１号ロ」に改め、同条第８項中「附則第１５条第３３項第２号イ」を「附則第

１５条第３２項第２号イ」に改め、同条第９項中「附則第１５条第３３項第２号ロ」を

「附則第１５条第３２項第２号ロ」に改め、同条第１０項中「附則第１５条第３３項第２

号ハ」を「附則第１５条第３２項第２号ハ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第 

３９項」を「附則第１５条第３７項」に改め、同条第１２項を削り、同条第１３項中「附

則第１５条第４２項」を「附則第１５条第３９項」に改め、同項を同条第１２項とし、同

項の次に次の１項を加える。 

１３ 法附則第１５条第４４項に規定する市の条例で定める割合は、２分の１とする。 

 附則第１０条の２第１４項を同条第１５項とし、同項の前に次の１項を加える。  

１４ 法附則第１５条第４５項に規定する市の条例で定める割合は、３分の２とする。 

 附則第１０条の３第２項中「又第２項」を「又は第２項」に、「附則第７条第２項」を

「附則第７条第３項」に改め、同条第３項中「附則第７条第３項各号」を「附則第７条第

４項各号」に改め、同条第５項中「附則第１２条第２１項第２号」を「附則第１２条第 

２１項第１号ロ」に改め、同条第６項第２号中「附則第１２条第２２項の規定により読み

替えて適用される」を「附則第１２条第２４項において準用する」に改め、同条第７項中

「附則第１２条第２４項」を「附則第１２条第２６項」に改め、同条第８項中「附則第７

条第８項各号」を「附則第７条第９項各号」に改め、同項第４号中「附則第１２条第２８

項」を「附則第１２条第３０項」に改め、同項第６号中「附則第１２条第２９項」を「附

則第１２条第３１項」に改め、同条第９項中「附則第７条第９項各号」を「附則第７条第



１０項各号」に改め、同項第５号中「附則第１２条第３６項」を「附則第１２条第３８ 

項」に改め、同条第１０項中「に施行規則附則第７条第１１項」を「に施行規則附則第７

条第１４項」に、「附則第１２条第２４項」を「附則第１２条第２６項」に改め、同項第

５号中「附則第７条第１１項」を「附則第７条第１４項」に改め、同項を同条第１２項と

し、同条第９項の次に次の２項を加える。 

１０ 法附則第１５条の９の２第１項に規定する特定耐震基準適合住宅について、同項の

規定の適用を受けようとする者は、当該特定耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了し

た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１１項

各号に規定する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 （１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法

人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称） 

 （２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

 （３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 

 （４） 耐震改修が完了した年月日 

 （５） 耐震改修に要した費用 

 （６） 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合には、３

月以内に提出することができなかった理由 

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修住宅又は同条第５項

に規定する特定熱損失防止改修住宅専有部分について、これらの規定の適用を受けよう

とする者は、法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修工事が完了した日か

ら３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１２項各号に

掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 （１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法

人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称） 

 （２） 家屋の所在、家屋番号、種類、床面積及び人の居住の用に供する部分の床面積  

 （３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 

 （４） 熱損失防止改修工事が完了した年月日 

 （５） 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第１２条第３８項に規定する補助

金等 

 （６） 熱損失防止改修工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場

合には、３月以内に提出することができなかった理由 

 附則第１６条の２第４項を次のように改める。  

４ 第２項の規定の適用がある場合における第１９条の規定の適用については、同条中

「納期限（」とあるのは、「納期限（附則第１６条の２第２項の規定の適用がないもの

とした場合の当該３輪以上の軽自動車の所有者についての軽自動車税の納期限とし、当

該」とする。 

 附則第１７条の２第１項中「平成２９年度」を「平成３２年度」に、「附則第３４条の

２第４項」を「附則第３４条の２第１項」に、「除く。以下この条」を「除く。次項」に、

「同項の」を「前条第１項の」に、「応じ」を「応じ、」に改め、同条第２項中「平成 



２９年度」を「平成３２年度」に、「附則第３４条の２第９項」を「附則第３４条の２第

１０項」に、「場合においては」を「ときは」に改める。 

（あきる野市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 あきる野市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例（平成２９年あきる野市条例第  

５号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中あきる野市税賦課徴収条例附則第１６条の２を削る改正規定を次のように改め

る。 

   附則第１６条の２を次のように改める。 

  第１６条の２ 削除 

（あきる野市税賦課徴収条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 あきる野市税賦課徴収条例の一部を改正する条例（平成２９年あきる野市条例第  

 １０号）の一部を次のように改正する。 

  附則第３条第２項中「改正法」を「地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する

法律（平成２９年法律第２号）」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条中あきる野市税賦課徴収条例

附則第５条の３第１項の改正規定及び次条第２項の規定は、平成３１年１月１日から施行

する。 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後のあきる野市税賦課徴収

条例（以下「新条例」という。）の規定中個人の市民税に関する部分は、平成２９年度以

後の年度分の個人の市民税について適用し、平成２８年度分までの個人の市民税について

は、なお従前の例による。 

２ 前条ただし書に掲げる規定による改正後のあきる野市税賦課徴収条例の規定中個人の市

民税に関する部分は、平成３１年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成 

 ３０年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。  

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、平成  

 ２９年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２８年度分までの固定資産税に

ついては、なお従前の例による。 

２ 新条例第６１条第８項及び附則第１０条（地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改

正する法律（平成２９年法律第２号。第４項において「改正法」という。）による改正後

の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下この項において「新法」という。）第 

 ３４９条の３の４に係る部分に限る。）の規定は、平成２８年４月１日以後に発生した新

法第３４９条の３の３第１項に規定する震災等（第４項において「震災等」という。）に

係る新法第３４９条の３の４に規定する償却資産に対して課する平成２９年度以後の年度

分の固定資産税について適用する。 

３ 新条例第６１条の２の規定は、平成３０年度以後の年度分の固定資産税について適用し、



平成２９年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。  

４ 新条例第６３条の３第２項及び第７４条の２の規定は、平成２８年４月１日以後に発生

した震災等により滅失し、又は損壊した家屋の敷地の用に供されていた土地に対して課す

る平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用し、同日前に発生した改正法によ

る改正前の地方税法（以下この条において「旧法」という。）第３４９条の３の３第１項

に規定する震災等により滅失し、又は損壊した家屋の敷地の用に供されていた土地に対し

て課する固定資産税については、なお従前の例による。 

５ 平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日までの間に新たに取得された旧法附則第

１５条第４０項に規定する機器に対して課する固定資産税については、なお従前の例によ

る。 


